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Ⅰ　は じ め に
資本と利益は表裏一体の関係にある．なぜなら
ば，資本を維持したうえで利益が計算されるため
である．つまり，利益額はどの資本維持概念を採
用するかにより変化することになる．そのため，
利益概念の議論を行うためには，まず資本維持概
念について検討する必要がある．
しかし，現在，資本維持概念についての議論は
あまり行われていない．International Accounting 
Standards Board（国際会計基準審議会：以下
IASBとする）では，資本維持概念として貨幣資
本維持概念と実体資本維持概念の 2つの資本維持
概念を取り上げているが，いずれの資本維持概念
を選択するかは，財務諸表利用者のニーズ1）によ 
り判断されると述べているに留まっている（IASB 
［2010］paras. 4.57－4.65）．現在，IASBが行って
いる概念フレームワークの改訂プロジェクト2）に
おいても資本維持概念は取り上げられていない．
資本維持概念と利益概念を一体として検討した
学説として Gyntherを挙げることができる．
Gyntherは，1960年代に生じた急激な価格変動の
影響を歴史的原価会計では測定することができな
いため，正常な利益を示すことができず，投資家
や経営者に対して意思決定に役立つ情報が提供で
きていないとして，価格変動の影響を会計システ
ムに反映させるべきであると主張している
（Gynther［1966］pp. 1－4）．Gyntherは，この
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問題を解決するために，資本維持概念と利益概念3）
を一体として議論を行っている．
上述したように，資本維持概念と利益概念は一
体として議論すべきであるが，現在では利益概念
の議論が中心であり，資本維持概念の議論がなさ
れていない．そこで，資本維持概念と利益概念を
相互に検討した Gynther学説を検討する必要が
ある．
Gyntherは，はじめて利益計算の中で会計主体
論と資本維持概念を結びつけた論者として評価さ
れている（Whittington［1983］p. 158： 辻 山
［2003］180 頁）．これまで，Gyntherを取り上げ
た先行研究としては，上野［1997］，菊谷［1997］，
山谷［1998］や壹岐［2015］ら4）が挙げられる．
上野［1997］は，Gynther学説の中で主にカレ
ント・コスト利益概念について検討している．そ
の結果，企業主体理論は人間を度外視しており妥
当な理論ではなく，保有資産はすでに購入された
ものであり，カレント・コストによる測定も適切
ではないと指摘している．つまり，企業主体理論
や営業能力資本維持概念はカレント・コスト利益
概念の論拠とはならないため適切な利益概念では
なく，カレント・コストによる評価も事実に反す
ると結論づけており，Gynther学説を評価してい
ない．さらに，菊谷［1997］は，Gynther学説の
中で主に資本維持概念について検討している．そ
の結果，Gyntherの営業能力資本維持概念は，利
益を営業利益と保有利得に区分表示することによ
り，意思決定に有用であるのみならず，保有利得
を資本計上することで資本維持を行っているた
め，ドイツの実体資本維持会計論と米国における
意思決定会計論が結びついており，理論面からも
実践面からも有用であると評価している．
また，山谷［1998］は，Gyntherの著書や主要
な論文を取り上げ，その問題点を示しており，
Gynther学説の全般的な検討を行っている．しか
し，山谷［1998］は資本維持概念や利益概念の問
題点を指摘するに留まっており，総括的な評価が
なされていない．壹岐［2015］は，はじめて会計
主体論と資本維持概念の論理的整合性の観点から
Gynther学説を検討している．その結果，企業主
体理論と営業能力資本維持概念は企業活動の継続
性により結びつくことを明らかにした．
さらに，Gyntherの示した営業能力についての
検討も行われている．後述するが，Gyntherは 3
つの営業能力を示しているが，いずれの営業能力
を採用するか述べていない．そのため，菊谷
［1997］，山谷［1998］，壹岐［2015］は Gynther
の営業能力資本維持概念について検討している
が，それぞれ営業能力の解釈が異なっている．
これらのことから，Gyntherは，会計主体論か
ら資本維持概念を展開し，利益概念までの議論を
行っているが，先行研究では，資本維持概念と利
益概念は別々に検討され，会計主体論や資本維持
概念の関連性のみが明らかとなっていた．そのた
め，Gyntherの資本維持概念と利益概念を相互に
検討した議論はまだ行われていない．さらに，
Gyntherの示した営業能力の解釈も異なってい
る．
そこで，本論文では，Gyntherの示した営業能
力を明らかにしたうえで，資本維持概念と利益概
念との関係を明らかにするために Gynther学説
の再評価を行う．
その結果，営業能力資本維持概念とカレント・
コスト利益概念は，カレント・コスト会計を適用
することで表裏一体の関係となっており，カレン
ト・コスト会計は価格変動と技術革新の影響を反
映し，企業を生存し発展していくための最適な会
計であるといえることが明らかとなった．この意
味において Gynther学説は評価することができ
る．
本論文の構成は次の通りである．Ⅱでは営業能
力資本維持概念を検討し，ⅢではGyntherの示し
た数値例を用いてカレント・コスト利益を計算す
る．ⅣではGynther学説における営業能力資本維
持概念とカレント・コスト利益概念の関係を明ら
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かにする．
Ⅱ　営業能力資本維持概念
Gyntherによれば，価格変動会計の議論は，利
益計算や資産測定など多くの問題が絡み合ってお
り，問題の解決が困難になっているが，資本維持
概念はこの問題を解消する鍵とされる（Gynther
［1970］p. 712）．そして，Gyntherは会計主体論
を判断基準として，資本維持概念のうち営業能力
資本維持概念を選択している．本節では，先行研
究で解釈の異なる Gyntherの提唱した営業能力
資本維持概念について明らかにする．
　 1 　会計主体論
会計主体論とは，企業の本質を捉える企業観に
関するものであり，所有主理論（proprietorship 
theory）と企業主体理論（entity theory）の 2 つ
に区分される（Gynther［1967］p. 274）．Gynther
は，会計主体論を会計の基本的概念として重視し
ており，2 つの会計主体論について議論を行って
いる．
所有主理論では，企業は 1組のパートナーまた
は複数の株主から構成される所有主により保有さ
れているとみている5）．そのため，企業が保有し
ている資産や負債は，所有主の財産や債務を意味
しており，その差額である正味財産は所有主の財
産を示している．また，企業の収益および費用は，
所有主の財産の増加または減少を表している．利
益は企業が稼得した時点で所有主の利益となる．
つまり，所有主理論では，所有主が利害の中心で
あり，会計の主要な目的は企業の諸記録の中で所
有主の財産を説明することとなる．ここでは貸借
対照表を総資産－総負債＝正味財産としてみてい
る（Gynther［1970］p. 713）．
一方，企業主体理論では，企業を所有主とは別
個の存在として認識している．企業が保有する資
産や負債は，所有主ではなく企業自身に帰属す
る．利益は企業が稼得した時点で企業の利益とな
り，その利益が配当された時にのみ所有主の利益
となる．つまり，企業主体理論では，企業が利害
の中心であり，会計の主要な目的は企業自体の利
害について説明することとなる．ここでは貸借対
照表を総資産＝総持分とみており，総持分が資金
の調達源泉を示し，総資産が資金の運用形態を示
している（Gynther［1970］p. 713）．
いずれの会計主体論を用いるかにより，価格変
動の影響を認識する方法が異なる．Gyntherによ
れば，所有主理論は一般物価指数と結びつき，企
業主体理論は個別物価指数と結びついている．一
般物価指数は，すべての財やサービスの価格変動
を平均化した指数であり，個別物価指数は，個々
の財やサービスごとの価格変動を示す指数であ
る．もしすべての指数が同じ価格変動率であるな
らば両者とも同じ指数となるが，需要関係や技術
革新の変化が生じるため同率では変動しない
（Gynther［1962］p. 561）．
所有主理論では，「払込資本が常に株主自身の
手に戻されるものとして考えている．そのため，
所有主理論の論者はインフレーション時に，貨幣
の一般購買力と歩調を合わせるため，株主の払込
資本が増加するものと考えている．払込資本が株
主の手に戻るのであれば，株主は以前と同じ購買
力をもつことを確認しようとする．株主の主要な
関心は彼らの払込資本の購買力の維持である」
（Gynther［1962］p. 561）．つまり，所有主理論
によると，所有主は払込資本に関心があり，価格
変動時には払込資本の購買力を維持するため，一
般物価指数による修正を要求している．
一方，企業主体理論では，「株主を意識していな
い．企業主体理論の論者は，毎期継続される企業
実体における資産の物的在高をみようとする．そ
のため，個別物価指数が使用される．彼らは企業
の資産の価格上昇と歩調を合わせるために，毎期
増加した資本をみる．主要な関心は企業それ自体
の資産である」（Gynther［1962］p. 561）．つま
り，企業主体理論によると，企業は保有資産の維
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持に関心を有しており，価格変動時には保有資産
を維持するため，個別物価指数による修正を要求
している．会計主体論の相違点を示すと表 1のよ
うになる．
これらのことから，所有主理論と企業主体理論
は，企業の本質を所有主の集合と捉えるのか，所
有主から独立した別個の存在として捉えるかによ
り異なっている．この会計主体論の違いは，利息，
税金，配当に異なる会計処理方法6）を導くことに
なる．
　 2 　資本維持概念
伝統的に資本維持概念は，名目資本維持概念，
実質資本維持概念，実体資本維持概念の 3つに分
類される（森田［2001］506－507頁）．名目資本維
持概念とは，維持すべき資本を貨幣の名目額によ
り測定する資本維持概念であり，実質資本維持概
念とは，維持すべき資本を貨幣の購買力により測
定する資本維持概念である．一方，実体資本維持
概念は，企業の物財や給付能力を維持する資本維
持概念である（壹岐［2001］499頁）．
Gyntherは資本維持概念を会計主体論に基づい
て5つに分類している．ただし，Gyntherは，価
格変動の影響を反映させるため，名目資本維持概
念を否定7）し，実質資本維持概念と実体資本維持
概念について議論を行っている．
所有主理論では，所有主が企業へ拠出した払込
資本の一般購買力（general purchasing power）
または消費者購買力（ consumer purchasing 
power）の維持に焦点が置かれているため，資本
維持概念として一般購買力資本維持概念と消費者
購買力資本維持概念に分類される（Gynther
［1970］p. 713）．これらの資本維持概念は，貨幣
の購買力の維持に着目しており，一般物価指数に
より修正される．そのため，所有主理論に基づく
資本維持概念は実質資本維持概念に分類される．
一般購買力資本維持概念とは，一般購買力8）に
より修正した資本を維持したうえで，利益計算を
行う考え方である．この考え方は，経済上のすべ
ての財やサービスの価格変動に従って，貨幣資本
の購買力を維持するものである．一方，消費者購
買力資本維持概念とは，消費者物価指数により修
正した資本を維持したうえで，利益計算を行う考
え方である．この考え方は，消費者が購入する可
能性のある財の価格変動に従って，貨幣資本の購
買力を維持するものである（Gynther［1970］p. 
714）．
企業主体理論では，企業資産の維持，すなわち
企業の投資購買力（investment purchasing power） 
または営業能力（operating capacity power of 
ﬁrm）の維持に焦点が置かれ，資本維持概念とし
て投資購買力資本維持概念と営業能力資本維持概
念に分類される（Gynther［1970］p. 713）．これ
らの資本維持概念は，個別財に着目しており，個
別物価指数により修正される．そのため，企業主
体理論に基づく資本維持概念は実体資本維持概念
所有主理論 企業主体論
主体 所有主 企業自体
資産・負債 所有主に帰属 企業自体に帰属
利益 稼得時点に所有主に帰属 稼得時点に企業に帰属
会計等式 総資産－総負債（＝株主資本） 総資産＝総持分（負債＋資本）
価格変動の処理 一般物価指数で修正 個別物価指数で修正
表1　会計主体論の相違点
　出所：著者作成
18
BOG47C_B015-B034_01-02_CS6.indd   18 2018/02/05   17:11
五十川：価格変動と技術革新下における営業能力資本維持とカレント・コスト利益 
に分類される．
投資購買力資本維持概念とは，企業の投資購買
力を維持したうえで利益計算を行う考え方であ
る．これは，長期資本9）が投資購買力を示す指数
により修正され，その差額が資本剰余金に計上さ
れる．一方，営業能力資本維持概念とは，企業の
営業能力を維持したうえで利益計算を行う考え方
である．これは，すべての長期資本が購入市場価
格10）により修正され，その差額を資本剰余金に計
上することにより再表示される．資産によって価
格変動率が異なるため，個別資産ごとに修正記録
がなされる．
伝統的資本維持概念と Gyntherの資本維持概
念の関係を示すと図1のようになる．
　 3   Gyntherの営業能力資本維持概念
⑴　企業主体理論の採用の根拠
Gyntherは会計主体論として所有主理論ではな
く，企業主体理論を選択している．これは，
Gyntherの過去の実務経験を踏まえたものである
が，その根拠として次のことが挙げられている
（Gynther［1967］pp. 289－290）．
　①　企業に関心を有する利害関係者の利害は企
業の成果とその生存に依存し，また焦点はあ
る特定のメンバーや利害関係者ではなく，企
業それ自身の上にある．
　②　株主の利益の記録は，株主自身の私的な会
計記録の中にある．株主は企業とは別個の実
体であり，株主の記録には資産や負債ととも
に企業への投資も含むべきである．株式が上
場されている時，株主は企業の行う投資を評
価できない．さらに，株主は企業の運営につ
いて，自分の意見を持つことは困難である．
　③　設備投資は，主に会計資料に基づいて行わ
れる．そのため，資源の最適な配置は会計資
料に示された結果の健全性（soundness）の
度合いに依存している．会計資料が株主の価
値や原価ではなく，企業自体を表現するなら
ば企業の行う投資は健全であるといえる．
　④　会計報告が，企業の観点を反映し，企業自
体以外の損益を含まないならば，株主が有価
証券の購入・保有または売却を決定するため
に，はるかに良い状態にあるといえる．企業
自体以外の損益が配当されるならば，株主は
誤った投資意思決定をするかもしれない．さ
らに，株主が価格上昇時に長期負債の保有利
得の分配を主張するならば，これは今後の彼
ら自身の長期的利益となるので，営業能力や
名目資本維持概念　 実質資本維持概念 実体資本維持概念
 名 目 額 購 買 力 個 別 財
一 般 物 価 指 数 個 別 物 価 指 数
名目資本
維持概念
一般購買力
資本維持概念
消費者購買力
資本維持概念
投資購買力
資本維持概念
営業能力
資本維持概念
所 有 主 理 論 企 業 主 体 論
図1　伝統的資本維持概念とGyntherの資本維持概念
　出所：Gynther［1970］p. 713を参考に著者作成
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企業の存続に悪影響を与えることになる．
　⑤　企業主体理論は，すべての種類の経済的ま
たは政治的体系におけるあらゆる形の組織に
適用する会計の一般理論のための基礎を形作
ることができ，私的企業と同様に非営利組
織，信託組織，政府組織のための基礎を形作
る．
　⑥　最後に，企業家の私的利益と企業利益の区
分があいまいなのは，所有主理論が企業家の
時代から持ち越されてきたためである．企業
が徐々に制度化されるにつれて，われわれの
文化内にも信念や観点の変化が生じている．
これは，企業家の私的利益と企業利益との間
に区分を生じさせ，所有主の見方を変えるこ
とになると思われる．
このように，Gyntherは会計主体論として所有
主理論を否定し，企業主体理論を選択したため，
資本維持概念として一般購買力資本維持概念と消
費者購買力資本維持概念は否定される．
⑵　営業能力資本維持概念の選択
Gyntherは会計主体論として，企業主体理論を
主張している．また，彼によれば通常企業は清算
することを望むのではなく，存続や発展，成長す
ることを望んでいる（Gynther［1966］pp. 46－
47）．Gyntherによると，「企業はある特定の産業
内に留まる傾向があり，企業は一定の資産と在庫
品（stocks）を使用し，同種の資産や在庫品を取
替える傾向にある」（Gynther［1962］p. 562）と
述べている．つまり，Gyntherによると，企業は
資産を取替えることで，企業活動を継続するもの
であると考えている．そのため，企業活動の継続
性は，個別資産の維持に注目しているため企業主
体理論と結びついているといえる．
企業主体理論では，投資購買力資本維持概念と
営業能力資本維持概念の 2つの資本維持概念が挙
げられる．
上述したように，投資購買力資本維持概念と
は，企業の投資購買力を維持したうえで利益計算
を行う考え方である．企業の投資購買力について
は，主に次の 3つの購買力指数が示されている
（Gynther［1970］pp. 715－716）．
①　一般投資購買力（general investment 
purchasing power）
　　　これは，企業が購入する可能性のあるすべ
ての投資財の価格変動を反映する指数を使用
することを要求している．
②　産業別投資購買力（industry investment 
purchasing power）
　　　これは，特定の産業に属する企業が購入す
る可能性のあるすべての投資財の価格変動を
反映する産業別の指数を使用することを要求
している．
③　企業活動に関連する投資購買力（investment 
purchasing power relating to the activities 
of each ﬁrm）
　　　これは，企業が購入する可能性のある特定
の投資財の価格変動を基礎としており，各企
業によって異なる指数を使用することを要求
している．
投資購買力資本維持概念は，投資財の価格変動
を反映する指数を使用するため，一般購買力資本
維持概念や消費者購買力資本維持概念と同様に指
数で修正を行う資本維持概念である．しかしなが
ら，一般投資購買力資本維持概念や消費者購買力
資本維持概念とは，維持すべき資本の範囲が異
なっており，投資購買力資本維持概念では企業の
長期資本を維持しようとする．
さらに，Gyntherは投資購買力資本維持概念に
ついて，「ある 1つの投資購買力を使用し，資本維
持を主張する企業主体理論の論者は，長期負債や
優先株式残高に関する保有利得を計算しない．こ
れは，企業主体理論と相容れないばかりか，この
目的にこのような指数を使用することは内部矛盾
となる」（Gynther［1970］p. 716）と述べている．
つまり，投資購買力は投資財に対する購買力のみ
を表しており，総資産の購買力を示すことができ
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ない．これでは，総資産の価格変動がすべて資本
として認識されないばかりか，投資購買力指数と
個別価格との差額11）が利益に計上される．そのた
め，企業主体理論とは首尾一貫性を有しないこと
になる．
投資購買力資本維持概念では 3つの投資購買力
が示されている．これらの投資購買力は，一般的
な投資財から企業が購入した特定の投資財へと範
囲が異なっている．そのため，ある 1つの投資購
買力は企業活動の継続性の考え方とは整合しない
ことになる12）．なぜなら，Gyntherによると，企
業はある産業に属し，資産と在庫品を取替えるこ
とで継続すると捉えている．つまり，企業が投資
購買力として一般投資購買力を採用する場合，他
の産業に属する資産の投資購買力が含まれ，他の
産業への移転を容認することになるため，企業活
動の継続性の考え方とは矛盾することになる．
これらのことから，投資購買力資本維持概念は
否定され，営業能力資本維持概念が採用される．
上述したように，営業能力資本維持概念は，企業
の営業能力を維持したうえで利益計算を行う考え
方である．ここでの営業能力は資産合計額と等し
いものと考えられる．営業能力については，主と
して次の 3つが示されている（Gynther［1970］
pp. 716－717）．
①　当該期間に存在したものと同一の営業能力
　　これは，資本維持目的のために，資産の耐
用年数を通じて実際に所有している資産の現
在の購入市場価格の変化を考慮に入れたもの
である．
②　現在の保有資産により製造されている財や
サービスと同じ量を生産するために必要な最
新の設備や他の資産（合体や技術革新など）
を基礎とした営業能力
　　これは，資本維持目的のために，最新の設
備の現在の購入市場価格を考慮に入れること
になる．ただし，企業がすでに最新の設備を
保有しているならば，この営業能力は①と同
じになる．
③　現在の保有資産により製造されている財や
サービスと同じ価値を生産するために必要と
なる最新の設備等を基礎とする営業能力
　　これは，資本維持目的のために，最新の設
備の現在の購入市場価格と，技術が向上した
設備により製造した財やサービスの現在販売
単位の低下分を考慮に入れたものである．も
し企業がすでに最新の設備を保有しているな
らば，①と同じになる．
これらの営業能力をまとめると表 2のようにな
る．①は，保有資産を現在市場価格で評価したも
のである．①に技術革新の影響を考慮したものが
②と③であり，保有資産とは異なる最新の資産を
購入市場価格で評価したものである．これに加え
て③は，最新の設備を使用することにより生じる
販売単価の割引額を控除したものである．ただし， 
現在，企業が保有している資産が最新の設備であ
れば，3つの営業能力は①と等しいものとなる．
Gyntherによると営業能力資本維持概念を使用
することは，「保有資産や改良資産の取替を暗に
意味するのではない．営業能力資本維持概念の目
的は，企業の現在の状態や利益を報告することで
あり，各資産の存続する間，経営者が資産の取替
を要求するならば，資産を取替えることができる
方法により維持される」（Gynther［1970］p. 717）
と述べている．つまり，営業能力資本維持概念の
目的は，企業の状態や利益を報告することであ
り，それに加えて資産を取替えるために必要とな
る資本を維持することである．
資産の形態 技術革新 販売価格単位の割引
① 保有資産 × ×
② 新規資産 ○ ×
③ 新規資産 ○ ○
表2　営業能力の分類
　出所：著者作成
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営業能力資本維持概念は企業活動の継続性とも
整合する．営業能力は企業の保有する資産の組み
合わせから生じる能力である．つまり，営業能力
は保有資産と同等または同質の資産により構成さ
れるものである．企業活動の継続性は，ある産業
に属し，同種資産に取替えることにより達成させ
るものであった．企業が同じ産業に属し，企業活
動を継続するためには，現在の保有資産と異なる
資産や他の産業に属する資産と取替えることは考
えにくい．そのため，営業能力は，投資購買力と
異なり他の産業に属する資産は含まれないと考え
られるため，Gyntherの主張する企業活動の継続
性と整合することになる．
したがって，Gyntherは企業主体理論と企業活
動の継続性の観点から営業能力資本維持概念を導
き出している．
Ⅲ　資産評価とカレント・コスト利益概念
Gyntherは資本維持概念として営業能力資本維
持概念を提唱した．本節では，営業能力資本維持
概念と表裏一体の関係にある利益概念について明
らかにするために，Gyntherの示した数値例を用
いて検討する．
　 1 　利益概念とカレント・コスト
Gyntherによれば，「経済学者は，利益を期末の
純資産の価値が期首の純資産の価値を超過するう
ち，配当や新たな資本拠出を除いたものである」
（Gynther［1966］p. 38）と捉えている．この利益
はHicks［1946］の利益概念に基づくものであり，
純資産の価値は将来キャッシュ・フローの現在価
値により算定される．しかし，現在価値の測定は
客観性に問題があるため，適用することは困難で
ある．
そこで，「会計人は，長年にわたって対応概念に
より利益を認識する方法を採用」（Gynther［1966］ 
p. 39）している．そのため，理論的には同一の価
格水準の収益と費用を対応させた利益が望ましい
といえる．Gyntherは対応概念により利益を算定
することを重視している．
しかし，歴史的原価会計では，費用が歴史的原
価で測定されるため，理論的に望ましい利益を示
すことができない．価格変動時においては，この
問題はより深刻なものとなる．そこで，費用をカ
レント・コストで測定することにより，利益計算
過程において収益と費用を同一の価格水準で対応
させることができる．したがって，Gyntherは理
論的に望ましい利益を示すために，カレント・コ
ストによる測定を要求している13）．
Gyntherによると，「ある期間における企業の
利益は，その期間に追加投資がないならば，営業
能力を損なうことなく受益者に企業から分配でき
る金額で表示された最大額である」（Gynther
［1966］p. 69）と述べている．つまり，Gyntherの 
利益概念は企業の営業能力資本を維持したうえで
の分配可能利益であるといえる．営業能力資本を
維持すべき資本と考える営業能力資本維持概念は
企業主体論に基づくものである．そのため，
Gyntherの主張する利益概念は企業主体理論に基
づく利益であるといえる．
また，保有利得は一期間における個別資産の価
格変動の結果として生じるものであり，歴史的原
価とカレント・コストの差額として測定される．
Gyntherは保有利得を資本として資本剰余金に計
上する．保有利得は，価格上昇の結果として生じ
る利得であり，実質的な資産の増加を意味するの
ではなく，むしろ企業活動を継続するために，現
在よりも保有利得相当額だけ多くの資本が必要と
なることを意味している．もし保有利得を利益計
上したならば，配当等により資本が社外に流出し
てしまい，資産の取替に必要となる資本が維持で
きない．また，保有利得を利益計上すると利益が
過大表示されるため，企業の状況を適切に示すこ
とができない．これらのことから，保有利得は利
益ではなく資本に計上される（Gynther［1966］
pp. 70－73）．
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　 2 　 カレント・コスト利益の測定
⑴　棚卸資産と売上原価
Gyntherは，棚卸資産を原則として継続記録法
（perpetual inventory systems）により記録する
ことを提案しており，棚卸資産は期末のカレン
ト・コストにより測定し，売上原価は期中平均カ
レント・コストにより測定することを要求してい
る．期中平均カレント・コストにより測定するこ
とで，収益と費用を同一の価格水準で対応させる
ことができるため，利益の過大表示を防ぐことが
できる．さらに，カレント・コストによる測定は，
資産の現在の価格を示すことができるため，適切
な経営状況の把握や資本利益率の算定を行うこと
ができる．その結果，利用者に対して企業の状況
に関する適正な情報を提供することができる
（Gynther［1966］pp. 85－86）．
棚卸資産をカレント・コストで測定することに
より保有利得が認識される．理論的に望ましい利
益を示すためには販売日ごとに利益を算定すべき
であるが，すべての企業が行うことは困難である
ため，期中平均カレント・コストによる測定を要
求している．そのため，理論的には価格変動時に
保有利得を認識すべきであるが，Gyntherは実務
面を考慮し，各月の期中平均カレント・コストで
再評価し，保有利得を棚卸資産再評価剰余金に計
上する．たとえば，後述する数値例の一部である
が，2/1（2月1日―以下同様）に484単位の棚卸資
産を＠ 100 から 1月中の平均カレント・コストで
ある＠ 101 に評価替えを行うとすると次の仕訳と
なる．
⑵　固定資産と減価償却費
固定資産は期末のカレント・コストにより測定
し，減価償却費は期中平均カレント・コストによ
り測定される（Gynther［1966］p. 115）．減価償
却費は，一期間を通じて生じる費用であるため，
期中平均カレント・コストで測定することが望ま
しいといえる．これは，一期間を通じて生じる売
上高と減価償却費を同一の価格水準で対応させ，
理論的に望ましい利益を示すためである．一方
で，固定資産は期末のカレント・コストにより再
評価され，差額は固定資産再評価剰余金として資
本に計上される．後述する数値例の一部である
が，期首の簿価が 200,000（取得原価 400,000，減
価償却累計額 200,000，耐用年数 40 年，期首時点
で20年経過）の建物を保有しているが，当期中に
その価格が 5 %上昇しており，期末（12/31）に減
価償却（償却率：年2.5％）を行うものとする．
固定資産が再評価されることにより，歴史的原
価による減価償却累計額の償却不足額が生じる．
さらに，Gyntherは固定資産を期末カレント・コ
ストにより測定し，減価償却費を期中平均カレン
ト・コストにより測定するため，減価償却累計額
に差額が生じる．これは当期における減価償却累
計額の償却不足額である．Gyntherはこれらの減
価償却累計額の償却不足額を遡及的修正
（retrospective approach）として処理することを
要求している．
2/1 （借） （ 棚 卸 資 産 ） 484 （貸） （棚卸資産再評価剰余金） 484
12/31 （借）
（借）
（ 建　　　　物 ）
（建物減価償却費）
20,000
10,250
（貸）
（貸）
（建物再評価剰余金）
（建物減価償却累計額）
20,000
  10,250＊
＊｛（400,000+420,000）÷2｝×2.5％＝10,250
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遡及的修正には，損益に計上する方法と資本に
計上する方法の 2 つが考えられる．Gyntherは，
遡及的修正の金額を資本に計上することを主張す
る．これは，遡及的修正の金額を損益に含めると
当期の損益計算が不明確となるためである．つま
り，利益は収益と収益獲得のために使用した資産
のカレント・コストによって測定された費用を対
応させて算定すべきであるため，遡及的修正の金
額は資本に計上される（Gynther［1966］p. 122）．
先ほど説明した建物について，歴史的原価による
減価償却累計額の不足額と当期の減価償却による
不足額の決算整理における修正の仕訳を示せば次
のようになる．
なお，遡及的修正を損益として計上する方法
は，期末のカレント・コストにより減価償却累計
額を修正することで，保有資産と同等の資産の取
替に必要となる資金を維持しようと考えている．
つまり，この方法は，耐用年数到来時に，保有資
産の取替に必要となる資金を，減価償却費を通じ
て回収しようとしている．そのため，当期の利益
が遡及的修正の金額により修正され，理想的な利
益が歪められるため，Gyntherは損益に計上する
方法を否定している．
減価償却が「固定資産の取替のための資金を準
備するという事実は，まさについでである．これ
が実際に行われるかどうかは経営者の能力や再投
資意思決定，技術変化，および当該企業の産業の
展望に依存している．さらに，保有資産を取替え
るならば，カレント・コストによる減価償却費に
よって，企業に留保されるべき資金が同じ割合の
価値で評価される他の物的資産に再投資されるな
らば，その場合，取替のための十分な資金が企業
内に留保される」（Gynther［1966］pp. 123－
129）．これらのことから，Gyntherはカレント・
コストによる減価償却費や遡及的修正の計算は，
主に当期の利益計算を適正に行うための処理であ
り，資産を取替えるための資金留保を行うための
処理ではないと考えていることがわかる．
⑶　貨 幣 項 目
Gyntherは貨幣項目14）（monetary items）の価
格変動を反映することを提唱している（Gynther
［1966］p. 137）．歴史的原価会計ではこれらの項
目の価格変動が考慮されず，貨幣項目の購買力利
得（または購買力損失）が利益に含められるため，
利益額が過大（または過小）表示される．真実の
利益や経営者の努力を適切に評価しようとするな
らば，貨幣性資産や貨幣性負債に生じる利得（ま
たは損失）を計上する必要がある．そのため，
Gyntherは貨幣項目の価格変動を反映し，その保
有利得を資本として計上する．
貨幣項目の価格変動を考慮する場合，①貨幣項
目の保有利得の実現時期，②利用すべき指数，③
保有利得の算定方法の 3 つが問題となる．
①　貨幣項目の保有利得の実現時期は，債権者へ
の支払時や債務者からの返済時または仕入時な
ど現金の移動時と，価格変動時の 2つが考えら
れる．このうちGyntherは後者の時点で貨幣項
目の保有利得が実現したとみなしている．これ
は，貨幣項目は価格が変動した時点でその影響
を受けるため，客観的な証拠があれば，その都
度，保有利得を計上すべきである．
②　利用すべき指数について，貨幣項目の保有利
得を算定するために指数が使用される．指数
12/31 （借）
（借）
（建物再評価剰余金）
（建物再評価剰余金）
10,000
250
（貸）
（貸）
（建物減価償却累計額）
（建物減価償却累計額）
10,000＊
      250＊＊
＊   400,000×5%－200,000×5%=10,000
＊＊  {（400,000＋420,000）÷2}×2.5%－（420,000×2.5%）＝250
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は，各々の貨幣項目の状況が分析され，注意深
く思考された後に選択される（Gynther［1966］
p. 158）．企業は様々な理由により貨幣項目を保
有している．たとえば，売上債権や仕入債務は
商品の購入や販売により生じ，現金は資産の購
入，負債や費用の支払いに用いられる．つまり，
現金で購入する資産や支払いの対象となる項目
に関する指数が選択される．
③　貨幣項目の保有利得は，貨幣項目の開始残高
とその当該期間における変動分を考慮して算定
される．これは，貨幣項目は，売掛金勘定や買
掛金勘定などを通じて変動するため，貨幣項目
の保有利得を期首と期末の差額だけで算定する
ことは不正確であるためである．そのため，貨
幣項目の価格変動に関連する指数を使用し，貨
幣項目の開始残高の利得または損失を計上し，
その月間中に生じた貨幣項目残高の純変動を計
上することにより算定される．
貨幣項目に負債よりも資産が多く含まれる場合
には，価格上昇により貨幣購買力が減少して損失
が生じるため，貨幣項目保有損失が計上される．
逆に，価格下落時には利得が計上される．
後述する数値例の一部であるが，貨幣項目とし
て現金預金31,000（2/1残高，以下同じ），売掛金
26,000，買掛金 20,500 を保有している．これらの
価格が期首の 1/1 から 2/1 までの間に 1 %上昇し
ていたため，これらの価格変動による購買力利得
を計上する．そのための仕訳は次のようになる．
　 3 　具体的計算例
ここでは，Gyntherの示した具体的な計算例を
用いて，カレント・コスト利益の導出過程を明ら
かにする．カレント・コスト会計に基づく期首の
貸借対照表を示すと次の表 3のようになる．
当期の取引の結果として生じる仕入債務・売上
債権・現金収支については表 4に示した通りであ
る．なお，期中の仕入・売上取引はすべて掛によ
り行われており，仕入債務勘定や売上債権勘定へ
の記入は月ごとに行われているものとする．
当期の棚卸資産の数量（受入・払出・残高）を
示すと表 5のようになる．棚卸資産勘定には，
1/31，4/30，7/31，10/31，12/31にそれぞれまとめ
て記入されている．また，棚卸資産は 2/1，5/1，
8/1，11/1にそれぞれ価格が 1％上昇している．
2/1 （借） （貨幣項目保有損失） 365 （貸） （貨幣項目再評価剰余金） 365＊
＊（31,000+26,000－20,500）×1%＝365
期首貸借対照表
現金預金 26,000
売掛金 25,000
棚卸資産 50,000
建物 400,000
　減価償却累計額　200,000　200,000
備品 25,000
　減価償却累計額　  12,500　 12,500
土地  80,000
 393,500
買掛金 20,000
税金引当金 10,000
配当引当金 10,000
社債 70,000
資本金 120,000
資本剰余金 143,500
留保利益  20,000
 393,500
表3　期首貸借対照表
　出所：Gynther［1966］p. 186を参考に著者作成
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また，減価償却は定額法により処理され，耐用
年数は建物が40年（20年経過，償却率：年2.5%）
であり，備品が10年（5年経過，償却率：年10%）
と仮定している．社債は年 5%の利息が計上され， 
6/30に現金により支払われている．
Gyntherは棚卸資産，固定資産，貨幣項目をカ
レント・コストにより評価している．そこで，こ
れらの項目の再評価に関する仕訳と決算整理仕訳
を示す．
表4　仕入債務・売上債権・現金預金勘定
　出所：Gynther［1966］pp. 198－199を参考に著者作成
仕入債務
日付 支払 仕入 残高
1/1 20,000
1/31 14,500 15,000 20,500
2/28 14,650 15,150 21,000
3/31 14,650 15,150 21,500
4/30 14,650 15,150 22,000
5/31 14,800 15,300 22,500
6/30 14,800 15,300 23,000
7/31 19,900 20,400 23,500
8/31 20,100 20,600 24,000
9/30 20,100 20,600 24,500
10/31 20,100 20,600 25,000
11/30 20,300 20,800 25,500
12/31 20,300 20,800 26,000
208,850 214,850
売上債権
日付 売上 回収 残高
1/1 25,000
1/31 22,000 21,000 26,000
2/28 22,000 21,000 27,000
3/31 22,000 21,000 28,000
4/30 22,000 21,000 29,000
5/31 22,000 22,000 29,000
6/30 22,000 22,000 29,000
7/31 23,000 22,000 30,000
8/31 23,000 22,000 31,000
9/30 23,000 22,000 32,000
10/31 23,000 22,000 33,000
11/30 23,000 22,000 34,000
12/31 23,000 22,000 35,000
270,000 260,000
現金預金勘定
日付 項目 収入 支出 残高
1/1 残高 26,000
1/31
売掛金 21,000
買掛金 14,500
販管費 1,500 31,000
2/28
売掛金 21,000
買掛金 14,650
配当金 10,000
販管費 1,500 25,850
3/31
売掛金 21,000
買掛金 14,650
税金 10,000
販管費 1,500 20,700
4/30
売掛金 21,000
買掛金 14,650
販管費 1,500 25,550
5/31
売掛金 22,000
買掛金 14,800
販管費 1,500 31,250
6/30
売掛金 22,000
買掛金 14,800
社債利息 3,500
販管費 1,500 33,450
日付 項目 収入 支出 残高
7/31
売掛金 22,000
買掛金 19,900
販管費 1,500 34,050
8/31
売掛金 22,000
買掛金 20,100
販管費 1,500 34,450
9/30
売掛金 22,000
買掛金 20,100
販管費 1,500 34,850
10/31
売掛金 22,000
買掛金 20,100
販管費 1,500 35,250
11/30
売掛金 22,000
買掛金 20,300
販管費 1,500 35,450
12/31
売掛金 22,000
買掛金 20,300
販管費 1,500 35,650
260,000 250,350
日付 受入 払出 残高
月 日 数量 単価 数量 単価 数量 数量 価額
1 1 500 @100 50,000
1 31 150 @100 166 @100 484 @100 48,400
2 1 @101に再評価 484 @101 48,884
4 30 450 @101 500 @101 434 @101 43,834
5 1 @102に再評価 434 @102 44,268
7 31 500 @102 500 @102 434 @102 44,268
8 1 @103に再評価 434 @103 44,702
10 31 600 @103 500 @103 534 @103 55,002
11 1 @104に再評価 534 @104 55,536
12 31 400 @104 334 @104 600 @104 62,400
表5　棚卸資産
　出所：Gynther［1966］p. 201を参考に著者作成
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①　棚卸資産
上述したように，当期の棚卸資産の増減について
示すと表 5のようになる．当期の価格変動に関す
る仕訳を示すと下記の通りである．
12/31
（借）
（借）
（借）
（借）
（ 建 　 　 　 物 ）
（建物減価償却費）
（建物再評価剰余金）
（建物再評価剰余金）
20,000
10,250
10,000
250
（貸）
（貸）
（貸）
（貸）
（建物再評価剰余金）
（建物減価償却累計額）
（建物減価償却累計額）
（建物減価償却累計額）
20,000
10,250
10,000
250
②　固定資産
　当期，建物や土地の価格が 5％上昇し，備品は
価格が 4％上昇しており，それらの価格変動を反
映した上で，減価償却費を計上する．なお，資産
を再評価することにより，過年度の減価償却累計
額に償却不足が生じるとともに，減価償却費を期
中平均カレント・コストにより測定するため，当
期末の減価償却累計額にも償却不足が生じる．ま
ず建物について必要な仕訳を示せば次のようにな
る．
12/31
（借）
（借）
（借）
（借）
（ 備 品 ）
（備品減価償却費）
（備品再評価剰余金）
（備品再評価剰余金）
1,000
2,250
500
50
（貸）
（貸）
（貸）
（貸）
（備品再評価剰余金）
（備品減価償却累計額）
（備品減価償却累計額）
（備品減価償却累計額）
1,000
2,250＊
500＊＊
50＊＊＊
＊{（25,000+26,000）÷2}×10％＝2,550
＊＊25,000×4%－12,500×4%＝500
＊＊＊（26,000×10%）－ {（25,000+26,000）÷2}×10％＝50
次に備品について必要な仕訳を示すと次の通り
となる．
12/31 （借） （ 土 地 ） 4,000 （貸） （土地再評価剰余金） 4,000
最後に土地について必要な仕訳を示すと次の通
りである．
③　貨幣項目
　当期は2/1，5/1，8/1，11/1に価格が 1%上昇し
ており，貨幣項目の変動を示すと表 6のようにな
る．さらに，仕訳を示すと次の通りである．
2/1
5/1
8/1
11/1
（借）
（借）
（借）
（借）
（ 棚 卸 資 産 ）
（ 棚 卸 資 産 ）
（ 棚 卸 資 産 ）
（ 棚 卸 資 産 ）
484
434
434
534
（貸）
（貸）
（貸）
（貸）
（棚卸資産再評価剰余金）
（棚卸資産再評価剰余金）
（棚卸資産再評価剰余金）
（棚卸資産再評価剰余金）
484
434
434
534
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④　その他の項目
当期，経営者は資本金の10%に相当する金額を
配当し，残額を留保利益に計上することを決定し
た．さらに，翌期支払予定の税金額を税金引当金
として貸借対照表に計上している．これらに必要
な仕訳を示すと次の通りである．
（借） （カレント・コスト利益） 12,836 （貸）
（ 配 当 引 当 金 ）
（ 留 保 利 益 ）
12,000
836
（借） （税金引当金繰入額） 17,000 （貸） （ 税 金 引 当 金 ） 17,000
日付 買掛金 売掛金 現金預金
残高 利得・損失 残高 利得・損失 残高 利得・損失
2/1 20,500 205 26,000 260 31,000 310
5/1 22,000 220 29,000 290 25,550 255.5
8/1 23,500 235 30,000 300 34,050 340.5
11/1 25,000 250 33,000 330 35,250 352.5
910 1,180 1,258.5
表6　貨幣項目の価格変動
　出所：Gynther ［1966］ p. 200を参考に著者作成
2/1
5/1
8/1
11/1
（借）
（借）
（借）
（借）
（貨幣項目保有損失）
（貨幣項目保有損失）
（貨幣項目保有損失）
（貨幣項目保有損失）
365
325.5
405.5
432.5
（貸）
（貸）
（貸）
（貸）
（貨幣項目再評価剰余金）
（貨幣項目再評価剰余金）
（貨幣項目再評価剰余金）
（貨幣項目再評価剰余金）
365
325.5
405.5
432.5
これまでの期中取引および決算整理仕訳を踏ま
え，期末貸借対照表と損益計算書を示すと次の表
7のようになる．
営業能力資本を維持したうえで生じる利益がカ
レント・コスト利益である．この点について計算
例を用いて確認する．表 3によると，期首の営業
能力資本は，353,500（資本 120,000，資本剰余金
143,500，留保利益20,000，社債70,000）であった．
一方，表 7によると，期末の営業能力資本は
371,950（資本120,000，資本準備金161,114，留保
利益 20,836，社債 70,000）であった．そのため，
期首と期末の営業能力資本の差額は18,450である．
しかし，営業能力資本を維持するためには，保
有利得を資本に計上する必要がある．なぜなら，
保有利得が利益に計上される場合には，配当によ
り社外に流出するため，資産の取替に必要な資本
を維持することができない．さらに，配当時に，
貨幣額が不足している場合には，棚卸資産や有形
固定資産などを売却する必要があり，営業能力資
本が減少することになる．そこで，期首の営業能
力資本 353,500 に当期の保有利得 17,614（棚卸資
産再評価剰余金 1,886，建物再評価剰余金 9,750，
備品再評価剰余金 450，土地再評価剰余金 4,000，
貨幣項目再評価剰余金1,528）を加えた371,114を
維持する必要がある．そのため，当期に維持すべ
き営業能力資本と期末の営業能力資本の差額は
836となる．
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一方，カレント・コスト利益（12,836）は，当
期の売上高（270,000）から，期中平均カレント・
コストで算定された売上原価（204,336）や，減価
償却費（12,800），貨幣項目保有損失（1,528）な
どを控除して算定される．つまり，カレント・コ
スト利益は同一の価格水準の収益と費用を対応さ
せることにより算定される利益であり，当期の営
業活動の成果を示しているとされる．
カレント・コスト利益は 12,836 であり営業能
力資本の差額である 836 とは一致しない．これは
次期の配当として 12,000 が配当引当金に計上さ
れたためである．そのため，配当引当金を加味す
ると，当期の営業能力資本の差額はカレント・コ
スト利益の金額12,836と一致することになる．こ
れらのことから，営業能力資本を維持したうえで
計算される利益がカレント・コスト利益であると
いえる．表 8は，当期の営業能力資本の変動を示
している．
期末貸借対照表
現金預金 35,650
売掛金 35,000
棚卸資産 62,400
建物　　　　　　　420,000
　減価償却累計額　220,500　199,500
備品 26,000
　減価償却累計額　  15,600　 10,400
土地  84,000
 426,950
買掛金 26,000
税金引当金 17,000
配当引当金 12,000
社債 70,000
資本金 120,000
資本剰余金 161,114
留保利益  20,836
 426,950
表7　期末貸借対照表と損益計算書
　出所：Gynther［1966］pp. 187－189を参考に著者作成
損益計算書
売上高（2000単位）　 270,000
売上原価：（FIFO）
166＠100　16,600
500＠101　50,500
500＠102　51,000
500＠103　51,500
334＠104　34,736　204,336
売上総利益　  65,664
　　　　　　販管費　18,000
　減価償却費－建物　10,250
　減価償却費－備品 2,550
　貨幣項目保有損失 1,52815）
　税金引当金繰入額　17,000
　　　　　社債利息　 3,500　 52,828
　カレント・コスト利益  12,836
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Ⅳ　営業能力資本維持概念とカレント・コスト利
益概念の有用性
これまでの議論から Gynther学説における営
業能力資本維持概念とカレント・コスト利益概念
について明らかとなった．そこで，本節では，ま
ずGyntherの示した営業能力を示し，Gynther学
説における営業能力資本維持概念とカレント・コ
スト利益概念の関係性について明らかにする．
　 1 　Gyntherの営業能力
Gyntherは営業能力資本維持概念を提唱してい
る．Ⅱで示したように，Gyntherは営業能力とし
て 3つを示しているが，いずれの営業能力も選択
していない．そのため，Gyntherの営業能力の解
釈は先行研究でも異なる解釈が行われている．
菊谷［1997］や壹岐［2015］は①「当該期間に
存在したものと同一の営業能力」であると述べて
いる．これは費用収益対応の観点から考えると，
収益獲得に使用した資産と同一資産のカレント・
コストを対応させることで，理論的に望ましい利
益が算定されるためである．
また，山谷［1998］は③「現在の保有資産によ
り製造されている財やサービスと同じ価値を生産
するために必要となる最新の設備等を基礎とする
営業能力」であると述べている．これは，「減価償
却費は実際に使用中の設備資産のカレント・コス
トで算定されるが，新しい設備資産への取替えが
行われるならば，減価償却費が調整される．その
ため，Gyntherは必ずしも同一資産を維持するこ
とを考えていないこと」（山谷［1998］132頁）を
論拠としている．このように，Gyntherの示した
営業能力についてはまだ議論の余地があるといえ
る．
そこで，Gyntherの営業能力がいずれを意味し
ているのかを検討する．Gyntherによれば，営業
能力は資産の組み合わせにより表現されるもので
あり，一定の資産に縛られることなく，経営者の
決定により一期間を通じて変化するものであると
される（Gynther［1976］p. 58）．つまり，営業能
力は経営者の決定によって変化するため，現在の
保有資産により生じる営業能力が最善のものと
なっているはずである．それならば，現在の保有
資産を維持するべきである．
しかしながら，前述したようにGyntherは企業
主体理論を採用しており，企業活動の継続性を考
慮している．企業活動の継続性の観点から考察す
表8　営業能力資本の変動要因
　出所：Gynther［1966］p. 200を参考に著者作成
期首の営業能力資本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　353,500
①　カレント・コスト利益　　　　　　　　　　　　　　　　 12,836
②　配当引当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    △12,000
③　保有利得
　　土地の再評価　 4,000
　　建物の再評価　 20,000
　　　-減価償却累計額の修正　　　　　△10,000
　　　-当年度の遡及的減価償却費修正　　 △250　 9,750
　　備品の再評価　 1,000
　　　-減価償却累計額の修正　　　　　 　△500
　　　-当年度の遡及的減価償却費修正　　  △50 450
　　棚卸資産の再評価 1,886
　　貨幣項目の保有損失　　　　　　　　　　　　   1,528
　　 17,614
期末の営業能力資本 　371,950
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ると，保有資産のみを維持することには大きな問
題がある．なぜならば，保有資産のみの維持では
技術革新の影響が反映されないからである．技術
革新が生じた場合，保有資産は時代遅れとなり，
企業活動の効率性が低下するとともに，保有資産
のカレント・コストが減少することで，企業規模
が縮小することになる．その結果，企業は前期と
同様の企業活動を継続することが困難となるかも
しれない．したがって，技術革新を考慮したうえ
で営業能力を維持するためには，保有資産のみな
らず，新規資産もその構成要素に含めるべきであ
る．
Gyntherは企業主体理論を支持しており，企業
の観点を重視している．企業の観点から考える
と，企業は営業能力を用いて，財やサービスを生
産し，それを販売することで利益を獲得する．そ
の結果，企業は存続することができる．つまり，
企業の存続には生産のみならず販売も重要であ
る．そのため，営業能力を現在と同じ量の財や
サービスを生み出す生産設備であると捉えた場
合，企業がすべての財やサービスを販売できると
は限らないため，問題があるといえる．これらの
ことから，Gyntherの営業能力は，「現在の保有資
産により製造されている財やサービスと同じ価値
を生産するために必要となる最新の設備等を基礎
とする営業能力」であると解釈できる．
　 2 　営業能力資本維持概念とカレント・コスト
利益概念の関連性
Gyntherが提唱した営業能力資本維持概念は企
業主体理論を論拠としている．企業主体理論は企
業を所有主とは別個の存在として認識する会計主
体論である．この考え方によると，企業は企業活
動を遂行するために資産を使用しており，個別資
産に着目している．そのため，資本維持概念とし
て個別資産に着目した実体資本維持概念が選択さ
れる．しかし，企業は通常個々に資産を使用する
のではなく，資産を組み合わせて使用している．
このことから，企業主体理論では，資産の組み合
わせから生じる営業能力を維持する営業能力資本
維持概念を提唱していると解釈できる．
営業能力資本維持概念では，資産や負債の測定
基礎が必ずしもカレント・コストと結びつくわけ
ではなく，正味実現可能価額や売却時価とも結び
つくことができる（Gynther［1970］p. 720）．営
業能力資本維持概念は，企業主体理論から導き出
される資本維持概念であるため，企業の観点から
議論が展開されている．企業は，通常生存し，発
展するものであるため，継続することを前提とし
ている．Gyntherによると，企業は資産を取替え
ることにより企業活動を継続していくものである
と考えている．さらに，企業活動を継続させるた
めには，価格変動や技術革新の影響を反映すべき
である．そのため，最新の資産に取替えるために
必要となる価格であるカレント・コストを測定基
準として選択しているのである．したがって，営
業能力資本維持概念は企業主体理論を論拠とし
て，企業活動の継続性と結びつけることによりカ
レント・コストによる測定を導き出している．
営業能力資本を維持したうえで生じる利益がカ
レント・コスト利益概念である．Gyntherは対応
概念を用いて利益を測定することを重視してい
る．これは，理想的に利益は現在価値で測定すべ
きであるが，客観性の問題から適用することがで
きないため，会計人たちは対応概念を用いること
で利益を算定してきたためである（Gynther
［1966］p.39）．つまり，理論的には収益と費用を
同一の価格水準で対応させることにより算定され
る利益が望ましいといえる．そのため，カレン
ト・コストによって費用を測定することで，理論
的に望ましい利益を算定することができる．
これらのことから，カレント・コスト会計を用
いることにより，営業能力資本が維持されるとと
もに，利益としてカレント・コスト利益が示され
る．このことは，Gyntherが，損益項目には期中
平均カレント・コストを適用し，資産項目には期
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末のカレント・コストを適用していることや，遡
及的修正や保有利得を資本に計上することによ
り，営業能力資本が維持され，カレント・コスト
利益が算定されることからも明らかである．つま
り，Gyntherはカレント・コスト会計を適用する
ことにより，費用および資産がカレント・コスト
で測定され，理論的に望ましい利益であるカレン
ト・コスト利益が示されるとともに，企業活動の
継続に必要となる営業能力資本を維持することが
できる．したがって，営業能力資本維持概念とカ
レント・コスト利益概念は，カレント・コスト会
計を適用することにより一体の関係になることが
明らかとなった．この点においてGynther学説を
評価することができる．
Ⅴ　お わ り に
Gyntherは，資本維持と利益測定を一体として
議論を展開している．しかし，これまでの研究で
は，①資本維持概念，②カレント・コスト利益概
念や③会計主体論と資本維持概念の関連性にのみ
焦点が当てられおり，資本維持概念と利益概念を
一体となって検討した研究は，これまで確認され
ていない．そこで，本論文では，資本維持概念と
利益概念を一体のものとして検討した Gynther
学説について再評価を行った．
Gyntherは，企業主体理論を論拠として営業能
力資本維持概念を提唱した．企業主体理論では，
企業を所有主とは別個の存在として認識してお
り，企業の資産を用いて企業活動を行っている．
企業は，通常資産を組み合わせから生じる営業能
力を用いて企業活動を行っているため，営業能力
を維持することに関心を有している．そのため，
資本維持概念として営業能力資本維持概念を提唱
している．
Gyntherは，企業はある産業内に留まり，資産
を取替えることにより企業活動を継続すると考え
ている．企業が継続し，発展していくためには，
価格変動や技術革新の影響を反映することが必要
である．そのため，最新の資産への取替に必要な
カレント・コストによる測定を要求している．こ
れにより，資産の取替に必要な資本である営業能
力資本を維持することができる．このような観点
からは，Gyntherは企業主体理論を論拠として営
業能力資本維持概念を提唱し，企業活動の継続性
と結びつけることによりカレント・コストによる
測定を提案している．
営業能力資本維持概念と結びつく利益概念がカ
レント・コスト利益概念である．Gyntherによる
と，理論的に利益は対応概念に基づいて算定され
るべきであると考えている．そのため，理論的に
はカレント・コストにより費用を測定し，収益と
対応させることにより利益を算定することが望ま
しいといえる．また，カレント・コスト利益は対
応概念に基づいて算定されるため，収益費用観に
基づいているといえる．このようなことから，
Gyntherは対応概念に基づく利益を算定するため
に，費用を現在の価格であるカレント・コストに
より測定することを提案している．
これらのことから，営業能力資本維持概念を主
張するならば，利益概念としてカレント・コスト
利益が示されるため，Gyntherはカレント・コス
ト会計を適用することを提唱している．これは価
格変動や技術革新を反映することにより，企業を
継続し，発展させるためには最適な会計であると
いえる．したがって，カレント・コスト会計を適
用することにより，営業能力資本維持概念とカレ
ント・コスト利益概念が表裏一体の関係となるこ
とが明らかになった．このように議論を展開した
Gynther学説は評価することができる．
注
1 ）財務報告に関する概念フレームワークによると，財
務諸表利用者が名目投下資本の維持または投下資本
の購買力に関心を有する場合には，貨幣資本概念を
採用し，企業の操業能力に関心がある場合には実体
資本維持概念を採用すると述べられている（IASB
［2010］para.4.58）．そのため，利用者のニーズは利
32
BOG47C_B015-B034_01-02_CS6.indd   32 2018/02/05   17:11
五十川：価格変動と技術革新下における営業能力資本維持とカレント・コスト利益 
用者が資本維持概念にどのような関心を有するのか
に依存している．
2 ）2011 年のアジェンダ協議において概念フレーム
ワークの改訂が求められ，IASBは 2012 年から作業
を開始した．その後，2013年7月に討議資料を，2015
年 5 月 28 日に公開草案「財務報告に関する概念フ
レームワーム」を公表し，現在最終基準化に向けて
改訂作業を進めている状況である．
3 ）Gyntherは著書において利益を Proﬁtとしている
が，本論文では現行制度上の利益と区別するために，
上野［1997］を参考にしてカレント・コスト利益と
訳出している．
4 ）この他に Gynther学説を取り上げたものとして，
菊谷［1979］，石川［1992］，壹岐［2016］が挙げら
れる．菊谷［1979］は資本維持概念の観点から，石
川［1992］は会計主体論と利益計算の観点から検討
している．また，壱岐［2016］は，Gyntherのカレ
ント・コスト会計の構造の観点から検討を行ってい
る．
5 ）所有主理論論者内では，所有主を誰と見なすかにつ
いて議論がある．Husband［1954］ と Staubus
［1959］は普通株主を所有主とみている．Lorig
［1964］は普通株主と優先株主を所有主とみている．
6 ）所有主理論と企業主体理論では利子・税金・配当
の捉え方が異なっている．所有主理論では利子や税
金は費用として認識され，配当は利益の分配として
捉えられている．一方，企業主体理論では論者によ
り利子・税金・配当を費用または利益の分配と捉え
るかは異なっている．Gyntherは，利子・税金・配
当を費用として捉えている．（Gynther［1967］pp. 
275-277）
7 ）Gyntherは名目資本維持概念を否定している．なぜ
ならば，名目資本維持は購買力の変動が考慮されず，
所有主により拠出された貨幣の維持を要求している
に過ぎないため，外部報告財務諸表において名目資
本維持を用いることは問題があるからとされている
（Gynther［1970］p. 714）．
8 ）一般購買力資本維持概念では，GNPデフレータ
（gross national product implicit price deflator 
index）により修正される．これは，名目国民総生産
を実質国民総生産に修正する物価指数である．GNP
とは国内外問わず，国民が生み出した付加価値の合
計を意味している．
9 ）長期資本とは自己資本と長期負債により構成され
る．Gyntherは長期負債（社債や借入金など）を自
己資本と同様に取り扱っている．長期負債は，価格
変動時には利得・損失を認識されないばかりか，も
し企業が同じ量を維持することを望むならば，長期
負債の償還時に，自己資本または新たな長期負債に
より同額の資金を調達することになるためである
（Gynther［1966］p. 140，149）．そのため，Gynther
は長期負債を自己資本と同様に取り扱っている． 
10）個別資産の価格変動として購入市場価格が利用で
きない場合には，特殊価格指数を使用することも認
めている（Gynther［1970］p. 716）．
11）投資購買力資本は歴史的原価を投資購買力により
修正するため，歴史的原価との差額が保有利得とし
て認識されるが，個別価格との差額が利益として計
算される．
12）山谷［1998］も，「この概念は，維持すべき投資財
の範囲が三種類あり，広範囲にわたる．したがって，
資本維持の範囲が当該企業そのものの資本維持から
当該企業の他産業への移転まで及ぶことになる」
（山谷［1998］131頁）と同様のことを指摘している．
13）Gyntherのカレント・コストによる測定は，資産評
価の観点からも要求される．Gyntherは資産の性質
を用役潜在力と捉えており，理想的には資産は将来
キャッシュ・フローの現在価値により測定すべきで
あるが，客観性に問題があるため，カレント・コス
トによる測定を要求している．これは，「カレント・
コストによる測定は，現時点における将来の純利益
を割り引いて得られる価値に近い価値を資産に与え
る」（Gynther［1966］p.64）と考えているためであ
る．つまり，Gyntherはカレント・コストを現在価
値の近似値と捉えている．
14）Gyntherは，預金・現金・買掛金や支払手形，売掛
金や受取手形，前払金，未収金や未払金などを貨幣
項目として示している（Gynther［1966］p. 135）．
15）貨幣項目保有損失は小数点以下を切り捨てている．
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